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研究成果の概要（和文）： 
 
 国際社会には、「国内統治の国際基準の移植」を否定する内政不干渉型の秩序観と、それを肯
定する内政干渉型の秩序観とが併存している。前者は国家の排他的な領域統治を相互に承認す
ることを重視し、武力不行使、内政不干渉、領土保全といった規範原則に依拠するのに対して、
後者は自決、人権保障といった規範原則に依拠し、このような国際規範が国家の媒介なしには
実現できないがゆえに、国内統治の在り方に関心を持つことになるのである。本研究は、この
二つの秩序観の併存が生み出すダイナミクスを考察の対象とした。 
 
 
研究成果の概要（英文）： 
 
 There are two competing views of international order: the first view rejects the imposition 
of the international standard of domestic governance whereas the second view accepts it.  
The former stresses the mutual recognition by sovereign states of their own exclusive 
territorial jurisdiction and embraces normative principles such as nonuse of force, 
nonintervention, and territorial integrity whereas the latter embraces normative principles 
such as self-determination and human rights and pays close attention to domestic 
governance since these international norms would not be realized without their 
implementation by territorial states. Our research project has focused on the political 
dynamics produced by these competing views of international order. 
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 国際政治学における国際秩序論は、従来、
基本的に「国内類推（domestic analogy）論」
的な発想を基盤とするものであった。すなわ
ち、個人や集団から構成される国内社会にお
ける政治秩序の安定条件に関する命題は、主
権国家から構成される国際社会においても
同様に成り立つだろうという類推思考の産
物であった。 
 
２．研究の目的 
  
本研究は、上記の国内類推論から脱却し、

国際秩序の変動と国内秩序の変動とがどの
ように相互に連動するのかを解明すること
を通じて、国際秩序の変動を内政的かつ動学
的に説明する枠組みを提供することをその
主たる目的とした。 
 
３．研究の方法 
 
（１）シンポジウム・学会報告 
科学研究費補助金研究プロジェクト「「破

綻国家」の生成と再生をめぐる学術研究」（基
盤研究（A）17203012 、2005～2008 年）と
の共催という形で、「国際問題としての破綻
国家」と題するシンポジウムを東京大学駒場
キャンパスにおいて開催した（2008 年 11 月
8 日）。本研究組織の外部から酒井啓子氏（東
京外国語大学）、田中浩一郎氏（日本エネル
ギー経済研究所中東研究センター）をお招き
し、本研究組織から司会として吉川元、報告
者として石田淳が加わり、アメリカの武力行
使と国家破綻との関連を議論する機会を得
た。このシンポジウムを通じて、国際秩序と
国内秩序の共振について、イラク、アフガニ
スタンを事例に比較検討を行った。 
また、日本国際政治学会 2008 年度研究大

会の部会「国際秩序論の三叉路」に討論者と
して連携研究者の納家政嗣、報告者として石
田淳が参加し、少なくとも三つの国際秩序論
について議論を交わす機会を得た。同部会で
は石田淳がいわゆる《平和に対する脅威》論
を、篠田英朗氏（広島大学）が立憲秩序論を、
山本吉宣氏（青山学院大学）が帝国論を展開
した。 
 
（２）「共振する国内・国際秩序研究会」の

開催 
 
 国家破綻・平和構築、少数者の自決、内戦
後の和平交渉、地域機構による加盟国の国内
体制の集団防衛など、多様な問題領域におい
て、《国際秩序と国内秩序の共振》の多面的
な現実を共通の理論枠組みの下に包括的に
考察するために、ゲスト・スピーカーも交え
ながら、東京大学駒場キャンパスにおいて一
連の研究会を開催した。報告者および報告題

目については以下の通りである。 
 
① 2008 年度 

武内進一「アフリカの紛争と国際社会」
（2008 年 5 月 30 日） 

 
② 2009 年度 
 吉川元「民族自決の果てに――マイノリテ

ィをめぐる国際安全保障」（2009 年 5 月
29 日） 

 武内進一「紛争後ルワンダの国家建設」
（2010 年 1 月 15 日） 

 
③ 2010 年度 
 ゲスト・スピーカー報告 佐伯太郎氏

（JICA 研究所）「交渉になる内戦終結の
可能性と限界――国内和平実現への国
際社会の関与」（2010 年 6 月 26 日） 

 
 ゲスト・スピーカー報告 湯川拓氏（東京

大学大学院博士課程）「地域機構におけ
る民主主義の集団防衛――ASEAN と
ECOWAS における行動規範の比較」
（2010 年 6 月 26 日） 

 
 ゲスト・スピーカー報告 久保慶一氏（早

稲田大学）「コソヴォ独立宣言後のバルカ
ン情勢」 

 
４．研究成果 
 
 2008～2010 年度の３ヶ年に亘る研究成果
は、下記の「５．主な発表論文等」に整理さ
れた通りである。 
 
 研究代表者の石田淳は、帝国の解体（すな
わち、国境の再編）が、新生国家の秩序に緊
張をもたらすと同時に、それを維持するため
に国際秩序における不干渉の緩和が生じる
ことに着目して、国際秩序の変動と国内秩序
の変動との連動関係を明らかにした。また、
関係者の同意に基づく価値配分として《政
治》を捉えたうえで、意図の伝達を通じた政
治としての《交渉》と、共存の枠組みとして
の《秩序》とを理論的に関連付けた。 
 
 研究分担者である吉川元は、主権国家内部
における被治者の権利保障と、国家間におけ
る主権の相互尊重とは、しばしば競合し、一
方の成功が他方の失敗を招きかねないこと
に着目し、内政不干渉に基づく《体制の安全》
と《人間の安全》との緊張関係を明らかにし
た。 
 
 また研究分担者である土佐弘之は、個人・
集団からなる国内社会において政体からい
かなる個人・集団も排除しないという包摂の



 

 

論理は、国際局面においては、必ずしもいか
なる国家も排除しないという包摂の論理に
つながるものではなく、国内における包摂の
論理を受容しない国家を国際社会から排除
するという排除の論理につながりうること
を指摘した。 
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